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＊＊ガザ緊急アクションなごや 今後の行動予定＊＊ 

※イスラエルのジェノサイドを許さない！ 

日本政府はGenocideを止めろ！名古屋駅前街宣  

場所：名古屋駅北口 交番前 

  4月 1９日（金）12：00～13：00   

終了後、海外物産に移動 

4月 2６日（金）12：00～13：00   

終了後、日本エヤークラフトサプライに移動 

※街宣終了後、イスラエル製の攻撃型ドローンの 

輸入代理店の 2社に隔週で抗議行動 

※集会・デモについては以下を参照ください 

 

 

 

 
 
 
 

不戦ネット総会と記念講演 

日時：5月 30日（木） 

   総  会 18:00～19:00 

   記念講演 19:00～20：00 

場所：イーブルなごや 

     第 2研修室 

講演：今野泰三さん 

   （中京大学教授） 

演題：日本とイスラエル、経済・軍事政治

的関係の今（仮称） 

 



虐殺に加担するな！ 
 

                      八木巌 

 １０月より「パレスチナのガザへの攻撃を止めよう」の

行動を開始し、当初不戦へのネットワークとＢＤＳ Ｎａｇｏ

ｙａが呼びかけ団体になっていましたが、 ガザ緊急アク

ションなごやと組織改編し、週１回の集会・デモや街頭

アピールなど続けてきました。 

 イスラエルのガザ攻撃が半年に及ぼうとしている。今、

死者数３万２５５２人！（３月２９日）。２０１４年のガザ攻

撃では１万３０００人の死者数があげられている、これと

比較してみると今回の攻撃がいかに大規模な、集団虐

殺であるかということが言えると思います。それにイスラ

エルは国際法、国際人道法を守っていません。多くの市

民、女性、子供がなくなっています。 

私たちのすすめているガザ攻撃を止めようの運動を

中間的に振り返ってみます。（あくまで個人としてのまと

めです）。  

Ｇ７（日本をのぞく）がイスラエルの「自衛権」擁護を

言い、その後上川外相がイスラエルに行き「イスラエル

国民との連帯」を言うという状況のなかで、私たちはこ

のパレスチナの問題は１０月７日から始まったことでは

なく、歴史的な背景を知る必要がある、という主張を当

初からすることができた。暴力の連鎖あるいは社会の分

断を憂い、あいまいな「パレスチナに平和を」、というとこ

ろにおちつくことがなかったので、はじめのスタンスをし

っかりとうちだすことができた。ここで運動の方向性が

つけられたし、それは米領事館前での抗議行動にもつ

づけられたのだと思う。 

 

政治の場にどのように反映させるかということが次に

議論され、政治家・国会議員に働きかけるという目的を

たて市民集会（１２・９市民集会）をおこないました。 

 Ｙｏｕｔｕｂｅ 

https://www.youtube.com/watch?v=uAiOqjRL

ENw&t=2122s 

 

１月２６日、ジェノサイド条約に基づいた南アフリカ共

和国の提訴をうけて、国際司法裁判所はジェノサイドを

防止するためにあらゆる措置をとることをイスラエルに

もとめる暫定措置を発表しました。それにたいしてイスラ

エルは国連パレスチナ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ）

に１０・７の軍事作戦に関与した職員がいるという一方

的なイスラエルの発表をおこなった。それを受けてアメリ

カ、日本など１０カ国以上が資金停止する、という状況

になり支援物資が途絶えるということが現実性をおび

てきました。一方避難者が集中している南部ラファへの

攻撃をイスラエルは明言しています。 

こうした状況のなかで８項目の要求項目をまとめ国

会議員に訴えかける院内集会をもちました。 

（２月２６日） 

Ｙｏｕｔｕｂｅ 

https://www.youtube.com/watch?v=uyJZIx7B

O6U&t=937s 

ここでの行動の意義は東京のグループと連係できた

こと、そして、ボイコット運動を運動の柱にすえたことです。

このボイコット運動は大きな成果をあげました。 

伊藤忠アビエーション、日本エヤークラフトサプライ２社

はイスラエル軍事企業エルビットシステムズと前年に結

んでいた協力関係覚え書きを２月に終了させました。こ

れについて伊藤忠アビエーションは国際司法裁判所（Ｉ

ＣＪ）がイスラエルに対し、ジェノサイド行為を防ぐ「すべ

ての手段」を講じるよう命じたことなどを踏まえて決めた、

としています。 学生、若い人が中心になって抗議行動

がおこなわれ、署名が集められ、それは、伊藤忠グルー

プのファミリーマートへのボイコットにまでひろがりそうに

なりました。。インドネシアなどでのボイコット運動も大き

かったようです。こうした動きに企業が危機感をもったた

め覚え書きの終了となったと思います。市民の運動の勝

利です。 

 

アメリカはイスラエルへの軍事支援をやめろ！ 

毎週火曜日のアメリカ領事館前街宣 



ＦＡＮＵＣ本社（山梨）前・署名提出 

海外物産前抗議街宣 

市民の平和的抗議運動としてのボイコット運動。グロー

バル展開している企業ほど市民の動きを注視している

といわれています。企業が環境、人権に配慮することは

もはや国際的なルールとなってきています。そのことが実

感されました。 

 

２０２４年予算で防衛省がイスラエル軍事企業から攻

撃型ドローンを導入しようとしていることがわかりました。

実証実験をしてからの導入ということですが、実証実験

とはガザでの使用？伊藤忠が国際司法裁判所の勧告

に従い覚え書きを解消したのに、防衛省のこの対応は

あり得ない。虐殺に直接加担！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本の産業ロボットメーカーＦＡＮＵＣの製品がイスラ

エル軍事企業に製品輸出されていることがわかりオン

ラインでの反対署名がおこなわれました。 

ＦＡＮＵＣ社はメディアには軍事企業には製品輸出し

ていないというふうに発表し、法律は守っているとしてい

ます。しかし、イスラエル軍の戦車や戦闘機のエンジンを

製造しているＢＳＥＬ社のホームページにはＦＡＮＵＣ社の

ロボットがうつりこんでいる。また１５５ミリ榴弾砲を製造

するイギリスの軍事企業ＢＡＥシステムズのホームペー

ジにもＦＡＮＵＣのロボットがうつっています。合法的なら

いいと言うことではなく虐殺に加担していることは明ら

かです。エンドユーザーまでしっかりウォッチしていくこと

を企業にもとめていかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イスラエルに対する国際社会の不処罰、日本政府の

加担、企業の加担が国際法を無視して虐殺を続けるイ

スラエルを「支援」していることになる。 

安保理で「ラマダン中の停戦決議」（３月２５日）があが

ったにもかかわらず、イスラエルは攻撃を続け、アメリカ

は武器支援を続けている。私たちはさらに運動を継続

強化する必要があります。 

 

伊藤忠アビエーション前抗議街宣 



院内集会で提起した８項目の要請書 

1. 2023年10月7日以降のイスラエルの軍事行動を

自衛権の行使として支持した岸田総理と上川外務大

臣の発言を撤回するよう求めること。また、ガザ地区に

おいてイスラエルが国際人道法に違反する行動を取っ

ていることを認め、公に非難すること。 

2. イスラエルに対し、ジェノサイド防止を命じた国際司

法裁判所の仮保全措置命令（2024年 1月）を順守し、

避難民が多数集まる南部の町ラファへの侵攻を止める

よう求めること。 

3. UNRWA（国連パレスチナ難民救済事業機関）への

拠出金の停止は、ガザでの人道危機を最終段階に陥

れるものであり、ジェノサイドに加担したと見なされるこ

とになるため、直ちに再開すること。 

4. ガザの封鎖は国際法違反であり、その解除が二国

家解決案を含め、紛争のあらゆる平和的解決にとって

必要であることを国際的な場で訴え、イスラエルやその

支援国に封鎖の解除を求めること。 

5. 米国等のイスラエルへの武器供与に反対し、その即

時停止を求めること。 

6. ジェノサイド等の国際犯罪を促進するリスクがある

以下のイスラエルとの協定や覚書について、その破棄を

含めて見直しを検討すること。 

 

(1)「日・イスラエル科学技術協力協定」（1995 年 8

月締結） 

 

(2)科学技術振興機構とイスラエル科学文化スポーツ

省との「戦略的国際科学技術協力推進事業『日本－イ

スラエル研究交流』における覚書」（2008年 12月締

結） 

 

(3)「日本国経済産業省とイスラエル経済省との間の

産業技術分野での協力覚書」（2014年 7月締結） 

 

(4)「産業 R&D 分野での協力に関する新エネルギー・

産業技術総合開発機構とイスラエル国産業技術開発

センター（MATIMOP）との間の覚書」（2014年 7月

締結） 

 

(5)「科学協力に関する科学技術振興機構とイスラエ

ル国科学技術宇宙省との間の覚書」 

（2015年 1月締結） 

 

(6)近畿経済産業局がイスラエル経済産業省と署名し

た「関西・イスラエル間における経済・ビジネス交流進

展に関する協力覚書」（2017年 11月締結） 

 

(7)「日・イスラエル投資協定」（2017年 6月発効） 

 

(8)総務省がイスラエル国家サイバー総局と署名した

「イスラエルとのサイバーセキュリティ分野における協力

に関する覚書」（2018年 11月締結） 

 

(9)「日本国防衛省とイスラエル国防省との間の防衛

装備・技術に関する秘密情報保護の覚書」（2019 年

9月締結） 

 

(10)「日本国防衛省とイスラエル国防省との間の防衛

交流に関する覚書」（2022年 8月締結） 

 

(11)総務省がイスラエル通信省と署名した「情報通信

技術・郵便分野における協力覚書」（2023 年 4 月締

結） 

 

(12)ジェトロが「スタートアップ・ネーション・セントラル」

と署名した協力覚書（2023年 9月締結） 

 

 これらに加え、ジェノサイド等の国際犯罪を促進するリ

スクがある「あり得べき日・イスラエル経済連携協定

（EPA）に関する共同研究」を停止すること。 

7. イスラエルに対する武器・武器製造関連設備の禁

輸を徹底すること。特に、デュアルユースの製品や技術

のイスラエルへの流出や第三国を経由した輸出につい

て、監視と情報公開を徹底すること。また、イスラエル製

の武器や軍事技術の輸入をしないこと、及び、自衛隊と

イスラエル軍の間での武器や軍事技術に関する共同研

究を行わないこと。 

8. 占領地であるヨルダン川西岸地区・ゴラン高原での

イスラエル入植地の建設は国際法違反であることを踏

まえ、それに関わる経済活動への規制を具体化すると

共に、そうした経済活動は人権侵害を助け、国際法に違

反することを企業に周知徹底すること。 

以上 



勝つまで諦めない！ 
山下律子 

＜大浦湾の埋め立て＞ 

大浦湾の埋め立てには海底に広がっている軟弱

地盤の地盤改良が必要となり、政府は県に対し辺野

古新基地建設工事の設計変更を申請していた。しか

し、沖縄県のデニー知事はずっと不承認を貫いてきた。

それは、「沖縄にこれ以上基地は要らない。新基地建

設反対！」が沖縄県民の民意だからだ。沖縄は、日本

の独立と引き換えに戦後米軍の統治下におかれた。

27 年後に日本に復帰した後も、米軍基地はそのまま

残された。そのため県民は、米軍機による爆音、悪臭、

落下物による事故、米軍人・軍属による性犯罪、強盗、

殺人、米軍基地からの汚染水による飲料水の PFAS

汚染等々、基地被害に喘いできた。島を食い尽くした

激しい沖縄戦の経験から「基地のある所は真っ先に

狙われる、沖縄を二度と戦場にしてはならない」との

思いも強い。2019 年の埋め立ての是非を問う県民

投票でも、反対票が 72.15％と、県民の「新基地建

設反対」の意思が明らかにされている。にも拘らず、

昨年 12月 28日、政府は沖縄県民の声に耳を傾け

ることなく、代執行により設計変更を承認し、1 月 10

日、大浦湾の埋め立て工事に着手した。 

1月半ば過ぎ、私は3週間ぶりに訪沖した。那覇の

家に着きテレビをつけると、パワーショベルのアーム

が海に向かって首を振り、バケットいっぱいの石材を

海に投入した瞬間が映し出された。思わず「えーっ、

止めて！」と叫んでしまった。映像を見て叫んだ私の

声は現場に届きようもなく、部屋の中で空しく響いた。

1 月 10 日から埋め立てを始めたということは、既に

大浦湾には幾何かの石材が投入されてしまったこと

だろう。圧し潰され気息奄々の生き物たちを想像し胸

が締め付けられる。直接圧し潰されなくても、生態系

が壊され、千年以上かけて成長した山のようにそびえ

るアオサンゴ群落も、種々の小型サンゴも、藻場を無

くしたジュゴンも、その他大浦湾の多くの生き物たち

がこの埋め立てにより、やがて死滅してしまうことだろ

う。生物多様性の宝庫として知られる貴重な自然環

境の破壊をこのままみすみすと許してはならない。何

とか止めなければ！との思いを強くする。 

＜辺野古新基地建設＞ 

「普天間飛行場の一日も早い危険性の除去」は、辺

野古基地建設を強行する政府の枕詞だが、辺野古

沖での移設事業に着手してから既に 20 年（現在の

V字型滑走路工事に着手してからは10年）も経って

いる。しかも1月10日に着手した軟弱地盤の改良は

難工事で、計画通りに進んだとしても使用可能な飛

行場にするまでに、これから 12 年かかるという。こん

なに長い年月を要するのに、よくもぬけぬけと「普天

間飛行場の一日も早い危険性除去のため」と言える

ものだ、とあきれる。しかも辺野古新基地完成後も、

米軍は普天間を使い続ける可能性が高い。普天間の

方が辺野古より滑走路が長く使い勝手がいいからだ。

数年前の国会答弁で稲田防衛相がこのことを認め

ていた。「危険性の除去」は辺野古新基地建設のた

めの方便にすぎない。 

 政府は「辺野古が唯一」と基地建設を強行している

が、本当に完成するかどうかは危ぶまれる。大浦湾の

水深は 70～90ｍあり、海底に広がるマヨネーズ状の

軟弱地盤の地盤改良は容易ではないからだ。政府は

約 7 万本の砂杭を打って地盤改良する計画だが、国

内の作業船では水深 70ｍまでしか工事ができず、

水深 90ｍの地盤改良は非常に困難だと思われる。し

かも地盤改良ができる作業船は国内に一隻しかない

そうである。埋め立てに必要な大量の土砂の調達先

も決まっていないし、辺野古の新基地は 12 年経って

も完成しない、いずれ破綻するだろうと思われる。 

 このような完成の見通しが立たない工事に、政府は

際限なく税金を注ぎ込んでいる。総事業費は防衛省

の見積もりで、なんと 9300億円。一昨年までに既に

半分近くを支出していることを考えると、到底これだ

けでは収まらないだろう。（沖縄県では約 2兆 5500

億円かかると試算している。）私たちの血税がこんな

所で、こんなに無駄遣いされていることを見過ごすわ

けにはいかない。 

 

＜無力な司法と地方自治の大問題＞ 

 政府は、代執行により設計変更を承認した。それば

かりでなく、大浦湾側の護岸工事の実施設計や環境



保全対策等の協議の約束を反故にし、工事に着手し

た。さらに、司法を抱き込み内容にも触れず、沖縄県

の上告を退けた。辺野古新基地建設に関して沖縄県

は、故翁長県政以降 14 件ほど国と裁判闘争をして

きたが、沖縄県は一度も勝ったことがない。法の番人

であるはずの裁判官は国の番犬となって、いつも国

の言いなりの判決を下し続け沖縄県に襲い掛かって

いる。こんな不条理はない！ 

これまでの経緯からして代執行訴訟の高裁判決も

予測された結果ではあったが、これは沖縄県だけの

問題ではではなく、地方自治の根幹を揺るがす問題

だ。「地域のことは住民自らが責任をもって決定す

る」「地方自治体は住民の信託に応えるため自らの

責任をもって事務処理すること」という地方自治の概

念に照らし合わせてみれば明らかだ。デニー知事は、

辺野古新基地建設反対の民意を背負って不承認を

貫いてきた。それなのに、国は沖縄県知事の権限を取

り上げて代執行をしたのだ。国に抗う県を、無理やり

国に従わせるということは地方自治への侵害であり、

これが前例となり地方自治を崩壊させる道に突き進

むことが危惧される。もっと大騒ぎしなければならな

い、全国で考えていかなければならない大問題だと

思う。 

＜うるま・ミサイル配備＞ 

「固き土を破りて、県民の怒りに燃ゆる島～」中城

湾港第 4 ゲート前に、抗議に集まった人々の歌声が

響いた。防衛省・自衛隊が地対艦ミサイル部隊配備

のための関係車両、装備品、弾薬等を、3月 10日に

中城湾港から勝連分屯地に搬入予定とのことが分

かり、『ミサイル配備から命を守るうるま市民の会』か

ら抗議行動の呼びかけがあった。それに応え私も参

加。午前 7時の集合時間に合わせ、車にて午前 6時

20分に那覇県庁前を出発。7時少し過ぎに到着する

と、既に大勢の人が座り込んでいた。マイクを使って

大声で「道を開けて下さい」と繰り返す自衛隊員に

対し、私たちは『うるま市全域が発射基地になるミサ

イル NO』のプラカードを掲げ「ミサイル配備を止め

ろ！」と声を上げ、「沖縄を返せ」や「一坪たりとも渡す

まい」等の歌を歌った。しばらくすると、自衛隊車両が

別の出口から公道に出たとの情報が入り、私たちも

急ぎそれぞれの車に乗って勝連分屯地まで移動。す

ぐさま腕を組んで座り込んだが、機動隊がやってきて

全員排除されてしまった。政府は、勝連分屯地に地対

艦ミサイルを配備し、奄美、宮古、石垣の地対艦ミサ

イル部隊の統括拠点化を目論んでいる。この日の抗

議行動では分屯地への車両の進入を 1 時間阻止す

ることができただけだったが、戦争への道を止めるた

めに抗議の意思を示し続けることが重要なことだと

痛感する。 

 
＜けっして諦めない＞ 

不当判決により大浦湾の埋め立て工事が始まり、

島のあちこちで軍事要塞化が進められているが、沖

縄県民は諦めてはいない。抗議の声を上げ続けてい

る。県外に住む私たちには沖縄の状況がなかなか伝

わってこないが、耳を澄まして、目を凝らして情報をキ

ャッチし、政府の沖縄に対する暴力を伝え合いたい。

そして、政府の対応を許さず、県外でも諦めずに『スト

ップ！辺野古新基地建設』の大きな声を上げていきた

い。 

（2024.3記） 



能登半島地震からの警告を読み解く 

うごいてなくてよかった志賀原発  

つくられなくてよかった珠洲原発 

 

大沼淳一 

 今年の元日に発生した能登半島地震の衝撃は大き

かった。死者数（241 名）や倒壊家屋数（約 7 万 5

千棟）が大きかったこともあるが、原子力発電所の安

全性について電力会社や政府がつき続けてきたウソ

が白日の下に明らかになったことが大きい。紙数が

限られている中ではあるが、以下にその要点を整理

しておきたい。 

 

１．4 つのプレートがせめぎあう日本列島に原発が立

地・稼働できる場所などない 

 世界中で起きる M6 以上の地震の約 20％が日本

列島で起きている。そんなところに原発を建てて動か

してきた能天気ぶりを反省したい。2011年 3月 11

日の東日本大震災からたった 13 年しか経っていな

いのに、政府・電力会社は全く懲りていない。 

 

２．能登半島地震は 5層の防護の破綻を証明した 

 IAEA（国際原子力機関）や電力会社が主張する放

射線被ばくを防ぐ 5 層の防護のうち、第 5 層目は重

大事故が起きてしまった時の避難を中心にした防護

である。自慢の能登里山海道など避難経路のほとん

どすべての道路が土砂崩れや路盤崩壊が起きて寸

断された。道路のひび割れで除雪車も動かせなかっ

た。放射性プルームに遭遇しないように避難の方角

を知るためのモニタリングポストのうち 18 ヶ所が故

障した。海岸が隆起して港が使えなくなって海路の避

難は不可能となった。能登空港も損傷して空路避難

も出来ず、孤立集落へのヘリコプター支援もほとんど

できなかった。原発事故時に屋内避難場所として推

奨されていた自宅は損壊し、余震でいつ倒れるかが

わからない状態だった。30 キロ圏に設置されていた

放射線防護施設のうち 6 ヶ所で損傷と異常が起きて

いた。全ての避難方法が破綻したのである。 

 

３．31 年前の能登半島北方沖地震（M6.6）でも道

路被害 140 ヶ所余り 

この時も北陸電力は「原発は万全に地震対策」など

のウソチラシを連日新聞折り込みした。さらに市役所

は区長を通じてパンフレットの全戸配布を行ってい

る。 

 

４．役立たず、無責任の原子力規制委員会 

 震度 6弱以上なら原子力規制委員会・内閣府原子

力事故合同警戒本部が設置されなければならない。

規制委員会は警戒本部を立ち上げたが、1月1日は

約 5時間半、6日はたった 40分で廃止された。その

後も委員や係官は志賀原発の調査に行っていない。

記者会見した山中委員長は、耐震性能基準の低い

変電設備の破損で交流電源の一部を喪失し、1 号

機・2 号機の基準地震動を上回る加速度を記録し、

道路の崩落など避難の前提がことごとく崩れたにも

かかわらず、原子力災害対策指針の見直しに言及し

なかった。 

 FoE などによって 1 月 31 日に行われた対規制庁

交渉で、担当官は「原子力災害対策指針を見直すこ

とは考えていない。避難するときに被ばくする可能性

はあるが、まずは自然災害優先ということ。原子力が

ある以上、放射線は出るリスクはある。被ばくをゼロに

するという考え方は安全神話につながる」と言い放っ

た。 

 

５．能登半島北岸と西岸は逆断層が動くことによって

何度も隆起を繰り返してきた 

 輪島市の鹿磯漁港で岸壁が約 4ｍも隆起したのを

はじめとして、能登半島西岸と北岸で海岸線の激し

い隆起がおこり、多くの港が使用不能となった。渡辺

満久さんや鈴木康弘さんら変動地形学者たちは、

12.5 万年前から激しい隆起を起こして合計の落差

が約 30ｍにも達していることを明らかにしてきた。新

潟大学の立石雅昭氏によれば半島北端では 100ｍ

を超えるところもあることが指摘されている。 

 

６．珠洲原発が計画された高屋地区は今回の震源で

あり、激しい隆起に見舞われた 

 1976年に構想が発表された珠洲原発は、関西、北

陸、中部の 3電力が高屋地区と寺家地区にそれぞれ

100万 KW級原発を建てる計画だった。反対と賛成

で地域が分断され、今なおそれが続いている。幸いに

も地元の皆さんの粘り強い闘いで2003年に凍結が

発表されていた。名古屋の反原発キノコの会が高屋

を応援するために、大量のスイカを仕入れてきて販売

したことが懐かしい。この両地区も今回の地震で海



岸線の激しい隆起が確認されている。もし原発が建

てられて、稼働していたとするなら恐ろしい事態となっ

ていたであろう。珠洲の皆さんへの感謝を忘れてはな

らない。 

 

７．志賀町は震度 7 を記録し、志賀原発は変圧器破

損で最も大きな外部電源が遮断された 

 外部電源 3系統のうち 50万 KWを受電する 2号

機の主変圧器が破損して、19800L（約 20立米）も

の油が漏れて外部へ流出した。27万 5千 KWの 1

号機起動変圧器も破損して 3600L の油が漏れた。

碍子やジャンパ線も損傷し、かろうじて生き残った 6

万 6千 KWの系統で使用済み核燃料の冷却を行っ

ている。もし原発がフル稼働していればどんなことに

なっていたのだろうか。 

 

８．北陸電力は志賀原発への国会議員団調査やマス

コミの調査を拒否し続けた 

 社民党の福島党首らが志賀原発調査を申し入れた

が北陸電力は拒否している。マスコミも取材が出来て

いなかった。3月7日に至ってようやくマスコミが原発

構内に入ることが出来たが、この間の 60 余日間で

北陸電力は何をやっていたのだろうか。 

 

９．そもそも海域の活断層は発見が難しい 

 東電・柏崎刈羽を激しくゆすぶって、変圧器火災を

起こした新潟中越沖地震の震源断層とされている佐

渡海盆東縁断層は音波探査法では確認されなかっ

た。今回の能登半島地震を起こした半島北縁の海底

断層について、北陸電力は原発立地時には地震を起

こすような断層は確認されていないとし、その後の音

波探査で切れ切れのいくつかの短い断層を確認した

として、それらが連動しても最大 96Km 程度としてい

た。しかし、今回の地震は佐渡島近くまで連なる

150kmが動いたとされている。 

 そもそも陸域でも確認されていない活断層が多数

存在していると言われている。1995 年の阪神・淡路

大震災も全道ブラックアウトを起こした 2018年の北

海道・胆振東部地震も、隠れ断層が動いていた。この

日本列島には原発立地に適した場所や、高レベル廃

棄物を地層処分できる場所はないことを肝に銘じる

べきだろう。 

 

 

 

１０．泊原発や大間原発など他の原発も隆起地形に

建っている 

 北海道・泊原発でも10ｍ以上の海成段丘が確認さ

れている。下北半島北端の大間原発でも 55ｍの海

成段丘が確認されている。 

 

１１．能登半島地震を機に日本中の原発を止めよう 

 今回の地震を経て、ささやかながら動きがある。日

本電電・東海第 2原発の再稼働に前向きだった東海

村長が原発事故避難計画の不備を認める言及をし

た。志賀町長は「首長としては以前のように安全性を

アピールすることは難しい」と記者会見した。新潟県

が設置し、結論を出さないうちに解体された「３つの

検証委員会」の元委員らで構成する「新潟県市民検

証委員会」が 1 月１８日、東電柏崎刈羽原発の再稼

働に関する独自のアンケート調査を公表した。能登半

島地震を踏まえて、柏崎刈羽原発の再稼働について

聞いたところ、「反対」が６０.５％にのぼり、「賛成」の

１８.２％の３倍以上も上回った。 

忘れやすい日本人、地震列島に暮らす能天気な日

本人の心が動いているうちに、能登半島地震を教訓と

して、日本中の原発を止める運動を一層強めよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3.6ｍ隆起した波食棚（鹿磯漁港） 



第 26回 許すな！憲法改悪・市民運動 

全国交流集会報告 

山本みはぎ 

 2月23日から 25日、大分市で第26回全国交流

集会が開催されました。26 回目の会場は、一昨年

12 月の安保 3 文書で軍拡と日米一体化が一層進

む中、大分の敷戸駐屯地に新たな弾薬庫の建設が

進められていることから、大分での開催となりました。 

 

公開集会 飯島滋明さん講演 

1 日めの公開集会は、

名古屋学院大学教授の

飯島滋明さんを講師に、

『「永遠の戦後」を求め

て～軍事体制への動きを

止めるために』をテーマ

の講演が行われました。 

飯島さんは、「自公政権がめざす『戦争する国』作り

は、先制攻撃をする国、戦争継続のために経済・社会

体制の構築、軍事費増額、市民監視・反政府的言動

の弾圧の4つを進めている。一昨年の安保3文書の

「防衛力整備計画」で石垣島や宮古島など南西諸

島への長射程のミサイル配備に加えて、奄美大島に

も配備されれば、中国や台湾沿岸まで射程に入り攻

撃が可能になる。また、自衛隊員が負傷した場合や

戦死者すら想定して訓練が進んでいる。」そして今進

んでいる事態は

「奄美・沖縄が最

前線で、九州が後

方支援」ではない

と指摘し、「全国

で約 130 ケ所に

新たに弾薬庫建

設計画が進めら

れている。大分分

屯地（敷戸弾薬

庫）には 9 棟を建設し、2025 年には湯布院駐屯地

には第 8 地対艦ミサイル連隊を新設する。北海道や

四国、九州など全国の港湾や空港を防衛目的で整

備拡充する計画も進んでいると指摘されました。戦争

に向けての政治・経済・社会体制の構築では、情報

保全隊を配置し、土地規制法によって住民の監視と

規制をする体制を作っている。軍事費は12年連続で

増加している。憲法審査会では、不測の事態の時の

国会議員の任期延長改憲論が自民・公明・国民・維

新で画策されている。 

このような状況で戦争をさせない取り組みについ

ては「心の中に平和の砦を築く」（ユネスコ憲章）こと、

学習会や様々な取り組みで市民に働き掛けること、そ

して「防衛と外交は国の専管事項」という主張に対し

て、戦後憲法は地方自治体にも「基本的人権の尊

重」や「平和主義」のために行動をすることを課して

いるから、地方自治の強化が必要と指摘された。また、

差し迫っている国政選挙では、改憲阻止の観点から

維新の議席を阻止する必要があるとも指摘された。 

 

市民運動交流会 

2日目の全国市民運動交流会は、10時から 5時

まで行われました。市民連絡会事務局長の菱山南帆

子さんからの基調提起がありました。菱山さんは、

「各地で軍拡に反対する女たちの会やフェミブリッジ

が立ち上がり、女性が活発に活動し、ジェンダー平等

と戦争反対の運動が広まっている。自民や維新の金

権マッチョでしがらみや忖度、権威主義の政治を変え

るには運動の中でも平等な関係性を作っていかなけ

ればならない」との発言がありました。 

その後、各地からの報告が行われました。広島・呉

からは、広島市長が、職員研修で「教育勅語」を引用

している問題の指摘や、呉基地や岩国基地では自衛

隊の南西シフトの中で「整備」が進められ自衛隊と

の「共存共栄」のような事態になっていることが報告

されました。東京では、19 行動を中心に行動し、イス

ラエルのガザ侵攻については「パレスチナに平和を！

緊急行動を結成して活動を継続していることが報告

されました。熊本の「平和を求める女の会」からは、熊

本に建設された台湾の半導体企業「TSMC」建設に

よって懸念される地下水の問題と環境汚染の問題が

指摘されました。沖縄から参加した具志堅高松さん

は、南部の遺骨交じりの土砂が辺野古の埋め立てに



使われようとしている問題を指摘し、全国に広がる弾

薬庫建設について、沖縄だけの問題ではなく全国の

問題だと指摘されました。 

地元の大分からは、「敷戸弾薬庫に当初 2棟建設

と言っていたが9棟の弾薬庫が建設されることになっ

た。湯布院駐屯地には司令部機能を備えた３００人規

模の地対艦ミサイル連隊を新設される。弾薬庫周辺

の住民説明会では十分な説明がされないまま建設

が始まった」ことなどが報告されました。その他、横浜、

日出生台、三重からの取り組みの報告がありました。 

土地規制法についての各地での取り組みが紹介さ

れましたが、問題点が十分に浸透していないとの指

摘もありました。ガザ侵攻のついての各地での取り組

みも報告されました。 

最後に、憲法「改正」について、岸田首相は任期中

の改憲を主張し、憲法審査会の作業部会を作り改憲

案をつくると言っているが、いま議題になっているのは

緊急事態条項ではなく衆議院の会期延長のみで立

憲などが反対するよう注目する必要がある、と提案が

ありました。 

飯島さんの講演や各地からの報告を聞くと、改め

て南西諸島のみならず九州や日本全国で「戦争をす

る」国に向けて、自衛隊の再編、米軍との一体化、自

治体を巻き込んだ（港湾・空港など）戦争準備が加

速度的に進んでいることに危機感を覚えました。全国

各地に配備・保管される長射程ミサイルや武器の多

くは、この愛知での軍需企業で製造されますが、それ

へのさらなる取り組みの必要性を改めて思いました。 

また、飯島さんが指摘する「戦争継続のために経

済・社会体制の構築、軍事費増額、市民監視・反政

府的言動の弾圧」については時間的な制約もあった

ことからか今国会に提出されたセキュリティクリアラン

ス制度を盛り込んだ「経済安保版秘密保護法案」の

問題が指摘されなかったことは少し残念でした。しか

し、各地での粘り強いそして女性が中心になっている

活動の報告から勇気をもらい、市民運動の重要な役

割を認識する契機になりました。 

 

敷戸弾薬庫フィールドワーク 

 3 日目は、「大分敷戸ミサイル弾薬庫問題を考える

市民の会」の案内で、フィールドワークを行いました。

敷戸弾薬庫は、陸上自衛隊大分分屯地（大分市鴛

野）内にある弾薬庫で、防衛省が湯布院駐屯地（由

布市湯布院町）に新設するミサイル連隊の対艦ミサ

イルなどを貯蔵するとして建設を進めています。住宅

地の真ん中にあり、近くには大分大学などもありま

す。 

 2023年10月に行われた日米共同訓練レゾリュー

ト・ドラゴンでは、敷戸弾薬庫から大分港に弾薬が運

ばれ、海路でホワイトビーチを経由し嘉手納基地から

空路で奄美大島の瀬戸内分屯地に運ばれています。 

有事の際にはミサイルや弾薬の補給基地として機能

するということです。当然、有事の際の攻撃目標にも

なります。 

平時でも過去に他地域の弾薬庫で爆発事故など

も起きています。春日井市の高蔵寺弾薬庫でも過去

火災が起きるなど危険なこともありました。何より、ミ

サイル、とりわけここに保管される長射程ミサイルは

「敵基地攻撃」ができるものです。武器・弾薬の製造

保管など、戦争準備に反対する取り組みを全国の仲

間と繋がって進めていくことが大事だと思います。 
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日本に生きる道 80年 
 

金安 弘 

 来年2025年は、敗戦80年になる。45年生まれは

80歳、47年生まれは78歳。肯定できる何かを思い

つかないが、あると言えば、今のパートナーと45年間

一緒にいることくらいか。毎日叱られっぱなしだけど

反論しない自分に納得しているのかな。「パナシ君」

と呼ばれている。 

 敗戦 50年の年、戦争責任にケリをつけようと集まっ

てできた「不戦へのネットワーク。」ケリをつける前に

また新たらしい戦争責任を生み出しかねない情勢の

変化に対応することを第一義としてきた 30 年。毎年

どこかで戦闘をしているアメリカが、さらに大きな戦

争を決意すれば、日本はそれに対応できる戦争体制

に移行できる国になりつつある。「なったと」と「なり

つつある」は全然違う。体制移行に抵抗し、ストップさ

せる。課題領域を超えて、まずはこの一点の意志一致

を確認しましょう。「憲法 9条の制約。そんなのかんけ

いねえ」と言ってきた連中の法律違反の連続。「美し

い日本を取り戻すための旧体制の打破を！」をスロー

ガンにしてきた安倍派の解体。ここに至る 80 年間を

要約してみよう。 

 戦後は、昭和天皇によるマッカーサー元帥への言葉

で確定される。「どこでも好きなだけ占領軍の駐留を

認めます。沖縄も好きなように。」アメリカ占領軍は、

国連軍となり駐留米軍として自衛隊を育成して今に

至る。戦争体験を兵士として体験した多くの国会議

員は、国民的反戦意識に与野党を問わず対応せざる

を得ず、その頂点が田中内閣の日中友好路線だった。

この年既に沖縄返還により、東シナ海で中国と接す

る大きな海域を手にし、友好関係を確立する以外に

なかった。ここまで戦後 30 年。（朝鮮特需、ベトナム

特需で、再度アジアの国々を犠牲にして経済成長を

遂げた時代でもあった） 

 次の 20 年の最大の目標を保守勢力は、国鉄労働

者の完全解体を追求した。国労を解体すれば、社会

党の手足も解体され、社会党を弱体化できる。あとは、

「信頼できる官僚・警察・自衛隊で秩序は守れる。」

ベトナム戦争に敗北したアメリカは、この日本の秩序

と憲法的制約を湾岸戦争に日本を参加させることで

改変するも、戦後秩序によって十分改変できなかった。

国会議員や大臣の中には、戦争体験者がまだ存命し

ている時代だった。 

 2001年 9.11事件以降の現在 

 アフガニスタン、イラクと日本は参加したが英米同盟

のように戦地で戦闘をするまでには至らなかった。こ

の戦後的制約を「旧体制の打破」として登場したの

が安倍であり、安部派であった。安倍は、旧保守派が

信頼をおく「官僚・警察・自衛隊」の改変を強行し続

けた。旧体制打破の絶対必要条件であったからだ。

そして、2022年 7月 8日、安倍の射殺によって安倍

派の内実が白昼のもとに暴露されて今に至る。「美し

い日本」ってなんだ「祖国のために戦えますか。」とは

何だ。言ってやる！「日本のどこが美しいんだ！」「こん

な祖国のために命をかけられますか？」と。岸田首相

も繰り返す。「安全保障関係がますます厳しくなってい

る」と。冷戦時代の米ソの核戦争の危機の最前線に

いた日本がどうだったか。岸田首相は受け継いだ言

葉を捨て、東アジアで戦争ではなく生き延びる道を自

分の言葉で発言せよ。官僚も警察も自衛隊も今迷っ

ている。安倍暴走後を続けるか立ち止まるか。 

 明治・大正・昭和の 77 年、戦後 80 年。今のイスラ

エルに戦前の日本を見る。今のイスラエル政府は自

滅する。天が許さない。では日本は。「良心的軍事拒

否国家」になる以外生き残る道はない。 

 

 

 

 

 

5.3憲法集会 デモ企画 
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